
平成30年12月

国土交通省 四国地方整備局

平成30年度 第3回事業評価監視委員会
事業再評価 報告事項

（河川事業 １件）

・那賀川床上浸水対策特別緊急事業（加茂地区）
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平成30年度第3回委員会 報告対象事業位置図（河川・ダム事業関係）

①那賀川床上浸水対策
特別緊急事業（加茂地区）

平成30年10月17日開催（那賀川学識者会議）

前回評価
実施根拠

（実施理由）

1
那賀川床上浸水対策特別緊急事業
（加茂地区）

H26
（新規採択）

○社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により
再評価の実施の必要が生じた事業
（事業費の改訂）

事業名

※実施根拠：国土交通省公共事業の再評価実施要領（H28.3.31改正）『第三　再評価を実施する事業』に基づく
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流域学識者会議（河川整備計画の点検）について

那賀川学識者会議（委員名簿）
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事業名

事業主体

該当

基準

総事業費

（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な

効果等による評価

再評価の視点

（投資効果等の事業の必要性、事業進捗の見込み、
コスト縮減等）

対応

方針

（案）

審議結果

及び意見
備考

貨幣換算した便益：

B(億円)

費用:

C(億円)
B/C

便益の内訳

及び主な根拠
費用の内訳

那賀川床上
浸水対策特
別緊急事業
（加茂地区）

四国地方整
備局

その他 102.5 123.5

【内訳】

被害防止便
益：121.7億円

残存価値：

1.8億円

【主な根拠】

年平均浸水軽
減戸数：22戸

年平均浸水軽
減面積：23ha

95.7

【内訳】

建設費：

95.7億円

維持管理費：

0.7億円 1.3

・平成26年8月台風
11号と同規模の降
雨が発生した場合、
事業実施により外
水による浸水区域
内人口が320人か
ら0人に、浸水区域
内の災害時要援護
者数が140人から0
人に、浸水区域内
の最大孤立者数が
170人から0人（避
難率40%）に軽減さ
れ、道路（主要地方
道阿南・小松島線
及び県道282号）途
絶により影響を受
ける通行台数が約
4,400台から0台へ
軽減される。

①事業を巡る社会経済情勢等の変化

・那賀川の国管理区間では、下流部の堤防整備を概成し、上流

の無堤地区の締切を順次実施しているところである。加茂地区

は国管理区間の最上流部の無堤地区であり、堤防の整備が必

要とされている。

・戦後最大規模となった平成26年8月台風11号の洪水により、加

茂地区で家屋浸水戸数189戸（床上浸水152戸、床下浸水37戸）

となる観測史上最大の浸水被害が発生した。

・加茂地区の浸水域には、避難所に指定されている中学校や公

民館、駐在所、郵便局等の施設のほか、交通・物流の中心とな

る主要地方道阿南・小松島線、県道282号が存在する。

・加茂を含む加茂谷地区の世帯数は、平成12年度以降横ばい

傾向であり、平成22年以降は、770世帯前後で推移している。

・阿南市、那賀川改修・長安口ダム改造促進期成同盟会等から

は、加茂地区を含む無堤地区の解消について以前から強く要望

があり、加茂地区の住民も早期の対策実施を要望している。

②事業の進捗の見込みの視点

・事業工期については、2021年度（平成33年度）まで延期する。

・工事については、2020年度（平成32年度）内の完成予定である

が、早期に治水効果を発現するために、HWLまでの高さの築堤

を2020年（平成32年）5月末までに実施する予定である。2021年

度（平成33年度）については、埋蔵文化財調査の資料整理のみ

の作業が残る予定である。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

・現地発生材の捨石工への流用、発生表土の他事業での利用

によるコスト縮減を行い、約1.1億円のコスト縮減を図っている。

・代替案等の可能性として、那賀川本川の低水護岸について詳

細に検討し、当初設計より低水護岸延長を180m削減することに

より、0.7億円のコスト縮減を図っている。

事業

継続

【平成30年10
月17日 第12
回 那賀川学
識者会議に
おいて審議】

・事業の継続
は妥当と判
断された。

再評価実施要領、細目及び対象事業について

評価別
学識経験者等から構成される委員会での審議 評価結果の事業評価監視委員会への報告

対象事業
審議根拠 報告根拠文 審議根拠 報告根拠文

その他

『国土交通省所管公共事業の
再評価実施要領』

第６の６(H28.3.31改定)

河川事業、ダム事業については、河川整備計
画策定後、計画内容の点検のために学識経験
者等から構成される委員会等が設置されてい
る場合は、事業評価監視委員会に代えて当該
委員会で審議を行うものとする。

『河川及びダム事業の再評価実
施要領細目』

第６（H22.4.1改定）

実施要領第４の１(4)又は第６の６の規
定に基づいて審議が行われた場合には、
その結果を事業評価監視委員会に報告
するものとする。

那賀川水系河川整備計画

（国管理区間）

【那賀川床上浸水対策特別緊
急事業（加茂地区）】

再評価結果一覧
【公共事業関係費】
【河川事業】
【直轄事業】
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第12回 那賀川学識者会議（平成30年10月17日）における議事概要

那賀川床上浸水対策特別緊急事業（加茂地区）

○埋蔵文化財の存在を予見できなかったのか？また、工期に及ぼす影響は？

⇒平成26年８月に発生した台風11号による洪水を受けて、緊急的に実施する事

業のため、着手時点では埋蔵文化財調査の費用として見込むことができなかっ

た。また、埋蔵文化財調査には時間を要することから、工事に遅れが発生した。

○整備する加茂谷川に、地域住民が川へ近づけるような施設整備が必要では？

⇒階段を整備する計画としているが、地域の意見を聞きながら、利用しやすい構

造等について検討していきたい。

○堤防整備により外水氾濫は防げるが、内水氾濫への対応を考えているか？

⇒必要に応じた排水ポンプ車の設置や、設置スペースの確保等に取り組む。

○低水護岸の延長を削減しているが、安全性評価に課題はないか？

⇒護岸を削減する区間は土砂が堆積しており、一回の洪水で堤防付近まで洗掘

される危険性が少ない。また河床変動解析結果から前面の砂州が堆積傾向でこ

とを踏まえて判断している。なお、当該区間の侵食が進むことになれば、別事業

で護岸を整備する等の対策を検討する。

学識者会議における主な指摘事項
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